平成１９年度　第２回　芦屋市高齢者権利擁護委員会　会議録
	日　　時
	平成１９年１２月２５日（火）　13：30～15：30

	会　　場
	分庁舎２階中会議室

	出 席 者
	委 員 長　上田　晴男
委　　員　谷村委員，山本委員，小林委員，田中委員，瀬々倉委員，
中野委員，安宅委員，浅原委員
事 務 局　芦屋市精道高齢者生活支援センター

　芦屋市高年福祉課

	会議の公表
	　　　■　公　開　　　　　　　□　非公開　　　　　　　□　部分公開

＜非公開・部分公開とした場合の理由＞

　


	傍聴者数
	　　　　　　　０人


１　議題
(1)権利擁護総合相談，虐待相談の対応状況について
(2)プロジェクトチームの活動状況について
(3)その他
２　審査（議）内容
(1) 権利擁護総合相談，虐待相談の対応状況について
　（事務局）（資料説明）
（委　員）昨年度計上されていた項目，例えば債務整理や消費者被害などが今年度の上半期で０％となっているのは何か原因がありますか。たまたまであるのか，統計の整理上で全て成年後見制度にまとめられたのかどちらですか。
（事務局）どちらの要因もあります。補足をすると，今回は成年後見制度でまとめて計上していますが，将来的な不安から任意後見制度が大半を占めるというのが特徴的なことです。
（委　員）「自虐」というのは高齢者虐待なのでしょうか。
（委　員）高齢者虐待防止法上の「養護者」の定義では，経済的虐待は「養護者」だけがするものではなく，その他の者も含まれることからこのような統計になっているのだと思います。
（委員長）高齢者虐待防止法上の設定では「自虐」は位置づけられていません。まだまだ位置づけを明確化するのが難しいことから定義されていないだけであって，東京都のマニュアルでは「自虐」の項目があります。他の自治体でも設定しているところがあります。

「自虐」には，２種類あります。「自傷行為」と「自己放任」があります。

芦屋市のマニュアルでは高齢者虐待防止法に対応したものとなっていますが，実際の事例では，「自虐」の要素もあるということですね。
　（委　員）「通報者の属性」で近隣住民の方がゼロになっています。ケアマネジャーの気付きが増えたとの事務局の説明がありました。ケアマネジャーの気付きが増える一方で，近隣住民からの通報が減少したことが特徴的ですが，その要因を事務局として分析されていますか。
　（事務局）近隣住民からの通報が減少した理由について事務局として掘り下げて分析できていません。ケアマネジャーの通報が増加しているのは，今まで虐待ケースとして把握していたけれども，マニュアルが刊行されたことによって通報意識が高まったということ，また，高齢者生活支援センターでケアマネジャーが支援困難事例として相談を受け付けていたものを，虐待の事象が認められるので通報シートの提出を勧奨したということが要因と考えています。

近隣住民については，必ずしもその意識なり，相談窓口が高齢者生活支援センターにあるという理解が低くなったとか，ケースとして小康状態になっているということは思っていません。結果として統計上ゼロになっていますが，具体的には昨年度事例で今年度再発したときに，近隣住民から支援センターに相談が入っています。なぜ，新たな通報等がないのかということまで掘り下げて分析できていません。
（委　員）小規模多機能型居宅介護の利用とありますが，これは行政として，こういった症状をもつ対象者を利用するようリードしているのでしょうか。
（事務局）サービスの提供方法としては，ショートステイということも考えられますし，将来的に難しいということであれば，施設入所ということもあります。小規模多機能型居宅介護の場合は，同じ介護員がショートステイ，訪問介護，デイサービスと対応していきますから，それぞれのケースについて，小規模多機能型居宅介護というアプローチが一番症状にあっているという結果，利用になっていると理解いただいたらどうかと思います。
（委　員）一般論として精神疾患があって高齢者という場合の受け皿としてはどう考えられていますか。また，市内には小規模多機能型居宅介護は何ヶ所ありますか。

（事務局）現在の実動でいいますと２ヶ所です。

　（委　員）精神障がいについては，高齢者になってから発症するということはあまりないと思います。若年層からの症状だと思います。その場合の基本的な考えとしては介護保険が優先されるという運用になっていないと思います。知的・身体についても，施設入所など障がい制度での利用になっています。

（事務局）在宅で生活されていて精神症状を発症されている方について，小規模多機能型居宅介護や老人保健施設などもあるなかで，考え方として，精神症状があるので小規模多機能型居宅介護や老人保健施設が対応できないということでなく，対象者の生活されている状態がそこで維持，改善ができるかという検討のうえで，当然，利用していただく場合もあると思います。もちろん入院という方法もあると思います。

(2) プロジェクトチームの活動状況について
（事務局）（資料説明）
（委　員）私たちが一番こだわったところは，実態把握をした後の支援方針を決定する際にスピードが必要であるというところです。一定の方向付けをつけていく，“見極め”をしていくというところでスピードが必要だと思います。

専門職のスキルアップというところでは，なかなか年１回では浸透していかないと思いますので，定期的に開催していくことが必要だと思いました。
ケアマネジャーがある程度スキルを積んでシートを提出してくださいというようになるまでには，一定のヒアリングをしながら支援をしていかないといけないと思います。

　（委　員）権利擁護総合相談や虐待相談を全体的にみると，ケースが終了というのはごくわずかと思います。このプロジェクトチームの事務局機能の強化とありますが，どこかの機関等が進捗管理も含めて，専門的な見地からコーディネートすることが必要だと思います。

事業者側として考えれば，９月に芦屋市で事業者連絡会が発足しましたが，経営者クラスや管理者クラスに対して権利擁護に関する啓発を十分にしていかないと，末端の従業者をどう支えるかというのは経営者側の問題ですから，事業者のなかでの啓発活動が必要だと思っています。
（委　員）率直に感じたことはもう少し交通整理が必要かと思いました。何かというと，優先順位付けが必要だと思います。一度に全ては難しいと思います。データベース化がありましたが，数値化された統計上にデータ軸をしっかりともつといった質的なものを求めていく必要があると思います。
（委　員）機能と役割の部分で，権利擁護の場合，私たちはケアマネジャーにここまでの部分を求めているのだというところを示していないために混乱するのだと思います。ケアマネジャー個人の自信の無さにもあるかもしれませんが，どこまでやったらよいのかというところで悩んでいると思います。システムや機能の評価にも関連すると思います。
（委　員）今回提案されている仕組みはこれでよいと思いますが，受けて側に助言はあっても直接的な支援はしてもらえないという理解となり，支援センターやケアマネジャーからますます遠ざかってしまうのではないかということが懸念されます。

個々のセンターの職員を支援する仕組みというか，一緒に活動するとか，個々の職員にスキルアップをしてもらえるようにしていかないと，ますます二分化してしまうような気がします。

まずは，個々のセンターの職員を育てていく仕組みが必要で，このなかに盛り込んでいけたらよいと思いました。
権利擁護総合相談や虐待相談の関係でいうと，複合支援ニーズに対してネットワーク会議の形成で対応しようという案ですが，たぶん，現場が一番必要としているのは，両方（高齢者・障がい者）の制度をよく理解していて，両方に対してトータル的にコーディネートする現場のワーカーや仕組みが求められているのだと思います。

　（委　員）今年の３月までは西宮社協が中心となって福祉サービス利用援助事業を行ってきましたが，この４月からは，当社協も基幹型となり事業を行っています。現在は１０件程度です。上限額が１０万円までであるために，財産の取り合いや家族間の争いになっている場合，その点を整理しないと社協の制度にのらないようになります。家族の間の情報を一本化していくことが先決ではないかと思います。また，実施内容も金銭の出納だけなので，通帳預かりはどこかで実施できれば対応できるのではないかと思います。
システムレベルの話では，高齢者領域外の問題については，線引きをしてしまったらよいのではないかと思います。ここまでが役割という守備範囲を定めておくことが大切だと思います。

（委　員）あじさいの会では，認知症に困っている方は家族会へお誘いしていますが，まだまだこの会に来られない状態の方がいるのだと思いました。小康状態もあるということですから，その際には家族会を勧めてもらいたいと思います。

（委　員）現在，地域ケアシステム協議会があります。目指しているのは地域発信型ネットワークという考え方です。これらは行政としても仕掛けていきたいと思います。生活背景が老老介護という場合，社会で支えていくという風土を作っていくのは行政が中心にならないといけないと思います。今までの生活されてきた背景を踏まえ，ここからは社会で受けていきますというのが地域福祉ではないかと考えています。考え方として地域福祉の仕掛けやＰＲ活動，権利擁護センター的なものの設置など，行政の役目かと思います。

(3) その他
　（事務局）（今後の予定説明）

　閉会
1/4

